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第５次最上町総合計画策定にむけた

行政評価による
課題抽出と考察

令和２年８月 総務課まちづくり推進室

第4次総合計画における原課評価と職員アンケートから



人が元気地域が元気産業が元気
「キラリ輝く田園空間博物館の創造」

第4次総合計画 最上町の将来像

将来像を実現するための基本方針

1. 人にやさしいまちづくり
安全で安心して暮らせるぬくもりに満ちたまちづくり

2.  食にやさしいまちづくり
地域資源をいかした活力ある総合型産業の推進

3.  環境にやさしいまちづくり
総合的な環境基盤の整備による、持続可能なまちづくり

4. 持続から発展のまちづくり
住む喜びを分かち合い住んでみたいまちづくりの推進

総合評価

第 4 次最上町基本構想では、「元気を持続し発展させ

るための視点」のまちづくりを住民 と行政との協働で

進め、自然、歴史、人、モノ、文化、産業等有形・無形

の地域資源を利 活用し魅力的なまちづくり進めていく

ことから、将来に向けたあるべき姿を「人が元気」

「地域が元気」「産業が元気」としました。 副題に｢キ

ラリ輝く田園空間博物館の創造｣としたのは、本町の地

域資源を、住民自らの財産として保全に努め、それらを

有効活用していくことにより、一つひとつの資源が存在

感を発揮し、地域の魅力を引き出し、教育や文化、産業

振興、交流人口の拡大等につなげていこうとするもので

す。

また、住民一人ひとりがこれらの資源に関心を持ち、

個性と協調性のある生き方を楽し むことによりこの町

に住み続けることに誇りを持ち、人生の質を高めていけ

るものと考えます。
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評　価 達成度 重要度

原課評価 46 57 79

職員評価 39 - 76



人にやさしいまちづくり

基本方針１

1. 信頼関係に支えられたまちづくりの推進

2. 子供を安心して産み育てられるまちづくりの推進

3. 豊かな心と高い知識を育む学校教育の充実

4. 郷土を知り郷土を愛し郷土を支える人づくりの推進

5. より積極的な健康に支えられたまちづくりの推

6. 安全で安心して暮らせる環境づくりの推進

施策の大綱

評 価

基本構想では、“人にやさしいまちづくりを実現するため、住民

一人ひとりが豊かな人間性を培い、生き生きとした生涯現役生活が

送れるまちづくりを目指した環境整備を進める”としている。行政評

価のなかで、原課と職員との間で大きな乖離がみられたのは、大綱

2の「子育て環境」と大綱4の「人づくり」であった。

また、職員評価からは、第５次総合計画にむけた最重要課題とし

て、以下の施策が示された。

①健全な町の財政運営

②子どもの学力向上

③集落等での高齢者の支え合い活動

④高齢者等の外出支援

原課での評価において概して共通する課題は、分野や領域を越え

て関係機関・団体との情報共有をとおして、さらなる連携・協働の

関係の強化であった。

課題等の考察
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評　価 達成度 重要度

原課評価 52 70 83

職員評価 44 - 79

施　策　の　大　綱 評　価 達成度 重要度

原課評価 45 60 100

職員評価 45 - 84

原課評価 72 87 80

職員評価 49 - 88

原課評価 38 75 80

職員評価 39 - 80

原課評価 58 73 80

職員評価 35 - 64

原課評価 55 80 80

職員評価 45 - 72

原課評価 45 56 100

職員評価 53 - 87

 1.信頼関係に支えられたまちづくりの推進

 2.子供を安心して産み育てられる
　　まちづくりの推進

 3.豊かな心と高い知識を育む
　　学校教育の充実

 4.郷土を知り、郷土を愛し、郷土を支える
   人づくりの推進

 5.より積極的な健康に支えられた
　　まちづくりの推進

 6.安全で安心して暮らせる
　 環境づくりの推進



施策大綱1-1   信頼関係に支えられたまちづくりの推進

所期の計画では、信頼関係の要諦となる施策を

「住民との情報共有」とし、その手法として新た

な条例制定や行動計画策定、担い手育成、話し合

いの場の設定等が明記されていた。しかし重要度

は高いものの達成度は60点に止まっており、その

要因・背景として、主要施策が実施に至らなかっ

た点が挙げられる。くわえて、これまで広報もが

みが、地域課題や行政課題等についてどのくらい

の掲載スペースを割いて、報提供を行ってきたの

か検証が必要であり、そのうえでHPやまちづく

り懇談会等の広聴活動を含めた「広報計画」の策

定が必要とされる。

①まちづくり基本条例の制定に至らなかった。

②自治協働のまちづくり行動計画の策定に至らなかった。

③担い手育成はH28年度のみの実施となった。

④若者のまちづくりへの参画にむけた手法が見い出せなかった。

⑤まちづくり懇談会の継続的な実施に至らなかった。

⑥広報もがみの内容充実が必要である。

⑦さらなる財政基盤の強化が必要である。

・使用料の減額・免除の基準の明確化

・町有財産の売却にむけた取組み強化

・団体運営費に係る補助金交付の終期の設定及び減額化

・公共施設の長寿命化対策及び統廃合、用途変更等の取組み強化

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

<主たる担当課 総務課 まちづくり推進室 町民税務課>

住民と行政の良好な信頼関係によって実践される「協働」のあり方と、よりきめ細

かな行政情報の提供のあり方が重要であるとともに、住民主導型の個性的で総合的な

まちづくりに対応するための行政経営を進めます。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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評　価 達成度 重要度

原課評価 45 60 100

職員評価 45 - 84

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.住民との協働によるまちづくりの推進 〇

2.広報広聴機能の充実 〇

3.情報通信網の整備 〇

4.行財政基盤の強化 〇

既に達成

・「住民との情報共有」が不可欠であり、特に行政

からの情報発信の充実と住民からの意見の聴取に

むけた広聴のあり方について、抜本的な整備が必

要である。

・自治協働のまちづくりの規範となる「基本条例」

の制定が必要である。

5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より



施策大綱1-2   子どもを安心して産み育てられるまちづくりの推進

子育て環境の全般については、保育料の無償化

をはじめ相談機能の充実、施設の統廃合等が計画

どおりに進捗しており、当面的に大きな課題は見

当たらない。職員評価が低い背景には「子どもが

健やかに育つための地域環境」と「幼保施設と小

学校との連携」が大きく影響している。所期の計

画にはこれら“子育ち環境”には直接的に触れられ

ていないが、今後の学童保育のあり方等もを含め

て、さらなる検討が必要であろう。

①全体として、所期の目標達成にむけてほぼ施策や事業が計画どお

りに実施されている。しかしその一方で、原課の評価点と比べて

職員の評価が大きく下まわっている。

②保健・医療サービスの面では、今後、特に関係機関や団体との情

報交換等をとおして、連携強化が必要である。

③幼児教育・保育サービスの面では、送迎でのスクールバスの利用

や施設・設備等の有効活用が求められている。

④出産育児応援交付金の見直しが必要である。

⑤放課後児童クラブを学校施設に併設する必要がある。

⑥放課後こども教室と放課後児童クラブとの併用型を目指す必要が

ある。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 幼児教育課 健康福祉課>

子育てへの精神的、経済的不安、さらには妊娠、出産による育児と仕事の両立に向

けて、行政と関係機関・団体との連携を密にした各種サービスの充実を図ります。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.保健・医療サービスの充実 〇

2.幼児教育・保育サービスの整備 〇

3.子育て環境の整備 〇

既に達成

3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

評　価 達成度 重要度

原課評価 72 87 80

職員評価 49 - 88

5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・子育て世代の定住促進にむけて、婚活・結婚・

出産に関する対策が必要である。

・本町独自の幼児教育の目玉となる目標設定と施策

の展開が必要である。

・子育ち環境の一助として、全天候型の“”遊び場”の

創出と、文化芸術をテーマにしたEQ向上(心の豊

かさ)の追求が必要である。



施策大綱1-3   豊かな心と高い知識を育む学校教育の充実

児童生徒の減少と施設老朽化の二つの大きな課

題を抱えるなか、耐震工事や空調整備、小学校統

廃合が順調に進み、教育環境の整備が大きく前進

した期間であったと振り返る。ただし、特色ある

学校づくりという面において、小学校統廃合の成

果が、これからどのように現れるか注視しなけれ

ばならない。職員評価から「学力向上」の満足度

が全項目中最下位である一方、重要度が高位置に

あることを真摯に受け止め、対策を講じる必要が

ある。

①特色ある学校・信頼される学校づくりでは、総合的な学習時間の

活用による地域力の再認識や不登校対策等に成果を上げている。

一方で、学力向上の面では、特に中学生の数学と英語が、全国平

均より大きく下まわる状況が続いている。

②教育環境面では、小・中学校施設の耐震化工事や小学校の統廃合

等が計画どおりに達成されている。一方、設備・備品面では、

ICT機器(タブレット等)の導入や校内LAN整備、保健室等の空調

整備、スクールバスの車庫整備が必要とされている。

③学校給食センターでは、厨房機器類(コンテナ、食器洗浄機、食

缶洗浄機等)の更新が進んでいない。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 教育文化課>

「この町を理解しこの町に住み続けようとする子供」を目指す姿とし、児童生徒の減

少に応じた教育環境のあり方、学校施設の老朽化等に伴う施設整備等の方針を、関係

機関をはじめ地域、家庭との連携を密にし、教育環境の整備を図ります。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.特色ある学校・信頼される学校づくり 〇

2.教育環境の整備 〇

3.給食センター事業の充実 〇

既に達成

評　価 達成度 重要度

原課評価 38 75 80

職員評価 39 - 80
5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・児童・生徒の学力向上にむけた取組みの強化が必

要である。

・ＩＣＴの効果的な活用と、機器類の操作習得（リ

テラシー向上）が必要である。

・最上中を卒業した世代が多くなってきていること

から、“まちは一つ”という考えにたつ必要がある。

・食のアレルギー対策にむけて、給食センター内に

専用の調理機能を整備する必要がある。



施策大綱1-4   郷土を知り郷土を愛し、郷土を支えるまちづくりの推進

所期の目標にある“公民館等を拠点にした学習

環境の整備”について、中央公民館・地区公民

館・分館の機能連携面で再確認・再構築にむけた

検討が必要であろう。職員評価では「担い手育

成」と「若者や女性の活動」に対する評価(満足

度)が著しく低く、また原課においても達成度が

低いため抜本的な見直しが必要であろう。文化

財・文化芸術面では、特に青少年層における新た

な活動体制の創出と、これを支える住民活動の連

携が求められている。

①生涯学習面では、町民のニーズに応じた学習の場(学級・講座等)

の提供や学習プログラムの開発が進んでいない。また、公民館建

設整備補助事業については、近隣市町村の事例を参考に制度化・

事業化にむけた検討が必要である。

②学習指導者の育成と若者層のまちづくりへの参画にむけた取組み

が十分ではない。

③文化財の保護と活用のバランスを組入れた施策・事業の展開が、

課題となっている。

④文化芸術面では、特に青少年層の活動としてこれまで学校が受け

皿となってきたが、地域での体制づくりが求められている。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 教育文化課>

住民自身の自主・自発的な学習活動を可能にする公民館等を拠点とした環境体制の

充実が必要とされています。伝統文化の継承も郷土に自信と誇りを持つためには、欠

かせない活動です。すべての行政施策と住民活動との連携が図られた生涯学習体系を

構築し、その実践を通して郷土を支える人づくりを進めます。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.生涯学習の推進 〇

2.文化財の保護・活用 〇

3.文化・芸術の振興 〇

既に達成

評　価 達成度 重要度

原課評価 58 73 80

職員評価 35 - 64

5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・分館（集落公民館）の今後のあり方について、自

治協働のまちづくりのなかで、位置付けや方向性

を明確に示す必要がある。

・社会教育活動を担うリーダー育成と団体の支援が

必要である。

・6次産業推進を見すえるなかで、青年や成年、女

性の各層における“新たなつながり”を重視した取

組みが必要である。



生涯現役生活と健康寿命の延伸を究極の目標と

するなかで、現行の生活習慣病と介護予防対策、

健康クラブ、生涯スポーツの取組みが一体となり、

町民総参加・町民運動としての環境にある(方向

性を含めて)のか、検証・対策が必要であろう。

また、健康増進・体力づくりでは、働き盛りの成

年層の参加促進と、今後の活動の場(拠点づくり)

にむけた取組みが必要とされる。

①保健事業の充実面では、「第2次ウエルネスタウン最上21」に基

づき、着実な実績を挙げているが、成果面では、特に特定健診率

が目標値より大きく下まわっていることに着目しなければならな

い。関係機関・団体とのより一層の連携強化が求められる。

②健康ポイントについては登録数が目標値より高くなっているもの

の、“生涯現役”と“健康寿命延伸”を目指すなかで現状課題に即し

た制度設計の見直しが求められている。特に働き世代における健

康づくり推進にむけた取組みが課題となっている。

③体力づくりの面では、西公園施設の老朽化が進むなか、活動拠点

での担い手育成や団体育成が難しい環境にある。また町民運動会

への出場団体数も年々、減少していきている。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 健康福祉課 教育文化課>

ウエルネスタウン構想の基本理念である「より積極的な健康」を今後も継承し、生

活習慣病や介護予防対策を推進するとともに、生涯スポーツや生涯学習と一体になっ

た住民総参加による健康づくり運動と環境整備を図ります。あわせて、スポーツ面で

は、子供たちの体力と運動能力、そして競技力の向上を目指します。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.保健事業の充実による健康づくりの推進 〇

2.健康・体力づくりの推進 〇

既に達成

施策大綱1-5   より積極的な健康に支えられたまちづくりの推進

評　価 達成度 重要度

原課評価 55 80 80

職員評価 45 - 72
5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・特定健診率の向上が必要である。

・生涯現役生活を目標にした、町民運動としての

キャッチコピーが必要である。

・現役世代の体力づくりにむけて、保健事業と生涯

スポーツ事業とのさらなる連携が必要である。

・地域におけるスポーツ振興として、世代を超えた

“総合型スポーツクラブ”の創設及び多様な軽ス

ポーツの普及が必要である。



施策大綱1-6   安全で安心して暮らせる環境づくりの推進

分野的な施策や事業の展開から、町民生活に即

した横断的な取組みが求められるなか、医療・介

護・防災・交通の各分野、くわえて住環境と地域

コミュニティ等も含めた分野が、良好に連携また

は補完し合っているのか、どのレベルまで協働体

制が構築されているのか等について、検証が必要

であろう。併せて、ウエルネスプラザの機能につ

いても現状課題に即した対応が求められているほ

か、地域公共交通体系面では、高齢者等の社会的

弱者の外出支援を重視した再整備が急がれる。

①医療体制では、医師をはじめとする医療従事者の人材確保と働き

方改革が求められている。

②地域包括ケアシステム面では、住民主体による“生活支援サービ

スの展開”及び認知症高齢者のサポート等にむけた、担い手の発

掘・育成支援をはじめ体制づくりが必要である。また、介護サー

ビス対象の有無に関わらない、住環境の整備が求められている。

③地域福祉の面では、特に災害時等における要配慮者支援、地域で

の支え合い活動、高齢者の外出支援が必要とされている。

④消防団の団員確保と団組織の再編が必要とされている。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 健康福祉課 最上病院 総務課>

少子高齢化による人口減少の大きな流れにあるなか、「医療」「介護」「防災」「交

通」は、住民の生活に直結するきわめて重要な分野です。このため、従来の縦割り的な

考えから脱却し、住民目線による総合的で横断的な取り組みをもって、安全で安心した

生活環境の整備を進めます。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

評　価 達成度 重要度

原課評価 45 56 100

職員評価 53 - 87

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.医療体制の充実 〇

2.地域包括ケアシステムの推進 〇

3.地域福祉の推進 〇

4.防災対策の推進 〇

5.公共交通体制の整備 〇

既に達成

5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・災害発生時の対応を含む地域における高齢者等の

支え合い活動にむけた仕組みづくりが必要である。

・働く世代の拡充にむけた施策展開が必要である。

・地域密着した包括ケアシステムの構築が必要であ

る。※モデル事例として、旧富沢保育所の活用を

検討する。

・超高齢社会に対応した住環境の整備が必要である。



食にやさしいまちづくり

基本方針２

1.魅力ある農林水産業の推進

2.総合型産業の推進

3.地域に根ざした商工業の推進

施策の大綱

評 価

基本構想では、“食にやさしいまちづくり”を実現するため、生産

者をはじめ経済団体や行政との “協働”よる産業活性化にむけた新た

な施策や事業の展開が必要であるとされている。そのため人材育成

や地産地消、高付加価値化、循環型経済活動を重点に取組むことと

している。

原課評価では全体平均を下回る評価点であり、職員評価では最も

低い評価点であった。また職員評価による、第５次総合計画にむけ

た最重要課題として示された施策は以下のとおりであった。

①良好な企業誘致にむけた取組み

②商店街の活性化

基本方針2においても、やはり人口減少による縮小社会と超高齢

社会が、現実課題として重く圧し掛かっており、産業振興という漠

とした捉え方ではなく、農村社会の維持や生活機能維持の分野から

の連携強化が強く求められている。

課題等の考察
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評　価 達成度 重要度

原課評価 45 53 80

職員評価 32 - 73

施　策　の　大　綱 評　価 達成度 重要度

原課評価 45 60 80

職員評価 34 - 72

原課評価 50 50 80

職員評価 33 - 73

原課評価 40 50 80

職員評価 28 - 74
3.地域に根ざした商工業の推進

2.総合型産業の推進

1.魅力ある農林水産業の推進



施策大綱2-1   魅力ある農林水産業の推進

2015年農林業センサスによると、本町の農業従

事者のなかの約4割が70歳以上で占められている。

集落営農や経営体の法人化等の動きがみられるが、

今後は生涯現役生活や健康寿命延伸等の健康・福

祉分野との政策連携、さらには地域コミュニティ

や環境、地域文化の分野にまで踏み込んだ取組み

が必要であろう。職員評価のなかで「分からな

い」の回答が最も多いのが、この施策分野であっ

た。農業が果たす農村社会の維持にむけた多面的

な機能の周知が求められている。

①農林水産物の総生産額が目標額である50億円をほぼ達成するな

ど、これまで行ってきたきめ細かな事業の効果がみられる。

②しかしその一方で、農業従事者の高齢化と後継者不足が深刻化

しており、農家所得はもとより農地保全等の面からも、これま

で以上に充実した取組みが求められる。

③担い手の育成・支援の面では、特に認定農業者と集落営農等、

新規担い手等とのより明確な関係性を見出す必要がある。

④農地集約や農村機能維持の面において、多面的機能支払事業の

充実化と、農地中間管理機構の機能強化が求められる。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 農林課>

アスパラガスをはじめ、にら、ネギ等の生産拡大に向けた支援を充実します。新規就

農者、認定農業者及び集落の中心経営体といった新たな担い手の掘り起しと育成策を進

め、集落営農・農業生産法人をはじめとする農業経営の組織化を推進し、農地の集積化

と作業の効率化を図り、あわせて、周年型経営に向けた支援を充実します。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.農業・農村全体の所得向上 〇

2.豊かな農村社会の継承と農業基盤の整備 〇

3.担い手の育成・支援 〇

4.食の安全・安心の推進 〇

既に達成

評　価 達成度 重要度

原課評価 45 60 80

職員評価 34 - 72
5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・労働力確保や農地保存による農村景観の維持、地

域コミュニティの推進等、農業の多面的な機能を

引き出す取組みが必要である。

・農福連携にむけた機能強化が必要である。

・農業振興施策全般における広報等の周知活動が必

要てある。



施策大綱2-2   総合型産業の推進

①本町では、農観商工連携と農業の6次産業化を、農業を起点と

する「総合型産業」として独自の位置付けを行っている。この

取組みの状況を現すバロメーターとして、産直グループ数やア

ンテナショップの新規開拓、商品開発等が挙げられるが、いず

れも所期の目標値には未到達であり、その要因として、マネジ

メント研修や創業者支援の達成度が低かった点が考えられる。

②山菜類の生産量の伸び悩みや農観商工連携ビジネスチャンス支

援事業、農観商工連携利子補給事業等の利用実績が低調である

点もついて、抜本的な見直しが必要であろう。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 交流促進課 農林課>

農業を中心としながら、観光との連携による交流人口の拡大や農産物の流通・販

売の拡大を促進することなど、それぞれの産業の持つ魅力に磨きをかけ、連携を図

ることで相乗的な効果を醸し出し、総合型産業への発展を目指します。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.地域資源の活用による産業の振興 〇

2.農観商工連携による産業の振興 〇

既に達成

総合型産業の推進には、農業団体と商工・観光

事業者との継続的な情報交換や連携が不可欠であ

るが、この点についてJAや商工会、物産協会、観

光協会を基軸とするほか、関係グループを交えた

研修や情報交換がどのように行われてきたのか、

検証が必要である。そのうえで、6次産業化を主

にした総合型産業を目指すのが否か、方向性をよ

り明確にすべきである。また、ふるさと納税制度

を活用した総合型産業の推進という面においても、

これまで以上に積極的な連動が求められる。

評　価 達成度 重要度

原課評価 40 50 80

職員評価 33 - 73

5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・農業の強みを生かした観光産業とのさらなる連携

が必要である。

・担い手の確保、育成が必要である。

・“道の駅”の開設をとおして、観光はじめ交流、物

産、流通等の総合的なマーケティングリサーチに

むけた拠点としての機能強化が必要である。



施策大綱2-3   地域に根差した商工業の推進

職員評価では「企業誘致にむけた取組み」と

「商店街の活性化」の満足度が、他と比較して突

出して低い数値であった。これらの意味するとこ

ろとして、人口減少化の緩和策として、また超高

齢社会に即応した生活機能の維持等を望んいるも

のと推察される。

今後、2次・3次における産業振興はさることな

がら、若者定住や高齢者福祉政策との一体的な目

標管理のもとに企画立案する必要があろう。※複

数の課による担当制が望まれる。

①企業立地促進事業の実績が目標値の50％となる3件(5年間)に止

まっており、今後において、町内への進出企業や町内企業の規

模拡大等による当該事業の利用件数が増えるのは、厳しいと判

断せざるを得ない。支援制度について精査が必要である。

②企業訪問等の取組みにより、労働力確保や経営支援等にむけた

のきめ細かな情報収集を行っており、今後も継続した取り組み

が望まれる。

②中心商店街において、廃業等により空き店舗や空き地が増えて

おり、生活街としての機能が年々、脆弱化している。高齢社会

と適応した機能の追求にむけた取組みが求められる。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 交流促進課>

地域の活性化とあわせて、魅力ある集客につながる商店街づくりの実践的な事業

をソフト・ハード面で取り組む必要があります。商工業の育成や雇用の維持安定を

図るためにも、新たな工夫やさらなる産業間の連携を推進し、情報の発信を積極的

に取り組みを支援していきます。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.活力ある商工業の育成・支援 〇

2.魅力ある生活街づくりの推進 〇

既に達成

評　価 達成度 重要度

原課評価 40 50 80

職員評価 28 - 74

5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・コロナ禍に対応した施策が必要である。

・企業誘致にむけた目標設定が必要である。

・ＩＣＴ技術による新たな販売拡大や決済システム

の導入等、これまでとは一線を画す取組みが必要

である。



環境にやさしい
まちづくり

基本方針3

1. 生活基盤環境の整備促進

2. 環境保全対策の推進

3. 資源循環による低炭素社会の推進

施策の大綱

評 価

基本構想では、少子高齢化が集落の隅々にまで進行するなか、住

みやすい生活基盤づくり目指すうえで重要なカギとなるのが、生活

と密接に関わる「道路網 の整備・管理・冬期間の交通の確保と道路

沿線住宅の雪処理対策」「水道未給水地区の解消」「生活排水処理

対策」「ごみ減量化対策」「循環型社会の構築」等としている。

しかし “環境にやさしい”を同一テーマにした政策でありながら、

実際には分野(担当課)単位での施策や事業展開に止まっていないか、

検証する必要があろう。第5次総合計画策定に際しては、最上町に

とって「環境にやさしいまちづくり」とは何か、理論の再構築が必

要であり、そのうえで施策や事業の再体系化が必要であろう。

職員評価による、第５次総合計画にむけた最重要課題として示さ

れた施策は、「適切なごみ減量化対策」であった。

課題等の考察
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評　価 達成度 重要度

原課評価 47 55 73

職員評価 45 - 77

施　策　の　大　綱 評　価 達成度 重要度

原課評価 60 64 80

職員評価 54 - 82

原課評価 40 50 80

職員評価 44 - 79

原課評価 40 50 60

職員評価 38 - 70
3.資源循環による低炭素社会の推進

1.生活基盤環境の整備促進

2.環境保全対策の推進



施策大綱3-1   生活基盤環境の整備促進

ここに掲載の施策は、いずれも町民の生活に直

結する重要な社会インフラ整備ではあるが、所期

の計画目標に示されているように、人口減少に対

応したあるべき姿・方向性を明示したなかで、こ

れまで以上に計画的な整備が求められている。ま

た、計画目標にある“複眼的な行政施策”という点

では、福祉行政との連携による「高齢化社会に対

応した住環境の在り方」について、早急に方向性

を明示する必要がある。

①住宅環境面では、町営住宅等の既存ストックの長寿命化と、住

宅のエコ化やリフォーム支援、耐震診断・改修支援の周知徹底

が必要である。

②雪国に適した生活環境では、向町以外の地域での流雪機能を有

した水路整備が急がれるが、取水確保等の課題が大きい。

③ 上下水道面では、特に合併浄化槽の普及率の向上が求められる。

④道路環境面では、町道改良において一部を除きほぼ計画どおり

の進捗がみられるが、橋梁の点検及び補修が目標値より大きく

下まわっている。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 建設課>

少子高齢化と人口減少に適応した生活環境の整備を進めるには、縦割りの行政施策で

はなく、住民目線に即した複合的な施策の展開が強く求められています。なかでも住宅

環境の整備や冬季における除排雪システムの構築、道路等の整備においては、福祉行政

との密接な連携が必要です。このため日々の生活における、快適でかつ極力負荷の少な

い生活環境の整備に向けて、複眼的な行政施策を講じていきます。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.住宅環境の整備 〇

2.雪国に適した生活環境の整備 〇

3.上下水道施設の整備 〇

4.治水・砂防・急傾斜地の整備 〇

5.道路環境の整備 〇

既に達成

評　価 達成度 重要度

原課評価 60 64 80

職員評価 54 - 82 5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・町営住宅の一部に空き室が出てきており、また施

設の老朽化か進んでいるため、空き家の利活用を

含めた今後の基本的な整備方針（建て替えや廃止

等）が必要である。



施策大綱3-2   環境衛生及び景観の保護

本来的には、人口減少に比例してごみの排出量

が減少されるべきではあるが、現実として減量化

が鈍化している状況や理由等を明確にしたうえで、

今後、町民運動(ゼロ・ウエストのような取組み)

として課題解決を図ることが求められる。併せて

平成4年に施行された「町美化条例」の検証も必

要とされる段階にあるのではだろうか。

地球温暖化対策については、事業所等を含めた

実行計画内容をより分かりやすく周知するともに、

こちらも町民運動としての啓発が必要である。

①ごみ減量化については、全体として減少傾向にあるが、資源ご

みを含めていずれも目標値には到達していない状況にあるため、

住民への積極的な啓発(学習)活動が必要である。

②環境保全面では、大規模な不法投棄はないが、不法投棄の件数

は減っていない。また灯油等の流出事故による水質汚染が発生

しており、この点についても啓発活動が必要とされる。

③ 2017年に「最上町地球温暖化対策実行計画」を策定されたが、

具体的な行動内容や達成目標等の周知徹底を図るなどの取組み

が必要である。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 ・町民税務課 ・交流促進課>

住民、事業者、行政等がそれぞれの持つ役割を認識しながら、本町の豊かで美しい環
境を良好な状態で維持していく保全活動を行い、さらに良好な環境の回復、再生を行う
創造活動に積極的に取り組むことが重要です。
また、健康で文化的な生活が送れるよう環境負荷の少ない持続可能な社会を実現する

ため、ごみの発生抑制や再使用、再資源化、不法投棄の防止などの対策が必要です。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.ゴミ減量化の推進 〇

2.環境衛生及び景観の保護 〇

既に達成

評　価 達成度 重要度

原課評価 40 50 60

職員評価 44 - 79

5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・ゼロ・ウエストに関する調査、研究が必要である。



施策大綱3-3   資源循環による低炭素社会の推進

前頁と一部重複するが、本町には「スマートコ

ミュニティ構想」をはじめ「バイオス産業都市構

想」「地球温暖化対策実行計画」「分散型エネル

ギーインフラプロジェクトマスタープラン」等、

複数の計画がある。住民目線からすれば、これら

の計画の体系や目標設定が分かりにくいため、町

民運動としての展開が進みにくい観は否めない。

森林資源の活用と里山再生を組入れた、本町独自

の“環境教育”としてのカリキュラムを構築し、実

践することが必要であろう。

①森林資源の高度利用については、一部(広葉樹林の利用拡大及

びカスケード利用等)を除き、バイオマスチップ活用等におい

て進捗がみられる。今後、さらなる普及・推進を図るには「林

内路網整備」が不可欠であり、また里山の人工林(杉)が伐期を

むかえていることから早期の取組みが必要である。

②森林機能が保持する里山としての魅力やバイオマスエネルギー

の効用等について、幼児や児童に見学・体験活動等をとおして

学ぶ機会を提供しており、今後においても環境教育としての位

置付けをより鮮明にした取組みが期待される。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 ・交流促進課 ・農林課>

地域資源の有効活用による低炭素社会の実現に向けた可能性を広く検証する

とともに、その実用化に向けた取り組みを強化します。
計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.森林資源の高度利用 〇

2.再生可能なエネルギーの利用促進 〇

既に達成

評　価 達成度 重要度

原課評価 40 50 80

職員評価 38 - 80

5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・低炭素社会構築にむけた先進地として、さらなる

推進が必要である。



持続から発展の
まちづくり

基本方針4

1. 雇用の拡大と若者定住対策の充実

2. 地域コミュニティの強化による

地域からの発展

3. 交流拡大・観光振興を通した

活性化の推進

施策の大綱

評 価

基本構想では、将来にわたって本町を持続発展させ、そして住む

喜びを分かち合い、住んでみたいまちづくりを推進することができ

るかが、これからの大きな課題となります。以上のことから“持続か

ら発展のまちづくり”を促進するために、雇用・若者定住・交流・観

光を主軸にした施策を展開をする」とある。

しかしコロナ禍にある今、これまでの価値観やスタイルにはない

新たな取組みが必要であり、特に今後は、上記の分野を統括した理

念構築(交流・定住・観光の一体化等)と施策の再構築が求められる。

また地域コミュニティに関しては、自治協働のまちづくりを住民

運動にまで発展・昇華すべき最重要政策であるとの認識に立ち、よ

り具体的な取組みが急がれる。

職員評価による、第５次総合計画にむけた最重要課題として示さ

れた施策は、「雇用」「空き家」「若者定住」「観光客」対策で

あった。

課題等の考察
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評　価 達成度 重要度

原課評価 40 50 80

職員評価 36 - 76

施　策　の　大　綱 評　価 達成度 重要度

原課評価 40 60 80

職員評価 25 - 77

原課評価 40 50 80

職員評価 50 - 82

原課評価 40 50 60

職員評価 32 - 70

3.交流拡大・観光振興を通した
　活性化の推進

1.雇用の拡大と若者定住対策の充実

2.地域コミュニティの強化による
　地域からの発展



施策大綱4-1   雇用の拡大と若者定住対策の充実

若者定住は、いわゆる各分野の共通課題でもあ

る“後継者の確保”と直結する政策であるとともに、

労働力の確保はもとより、地域コミュニティや地

域文化の継承・保存・新たな創造等、多様な分野

と必然性の高い重要政策とあると言えよう。なか

でも“楽しさ”や“誇り”“自分らしさ”“存在性”等は

定住観の重要なカギを握るものであり、今後、こ

れらのソフトインフラを意識した地域の魅力づく

りが求められる。

①若者定住面では「若者定住環境モデルタウン」の整備による効

果が大きく、また空き家の利活用による住宅支援も功を奏して

おり、大きく前進したと言えよう。

②ただし、住宅支援が先行し、雇用拡大(相談や就労先とのマッ

チング等)に結びついていない点が課題として挙げられる。こ

のため住宅政策と雇用対策を併せた支援が、今後必要であろう。

③さらにUIJターン等の移住者確保については、良好なる定住観

を醸成するための手立てとして、文化芸術や子育て、教育、地

域福祉の分野との連携が求められる。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 交流促進課 まちづくり推進室>

まちの担い手不足を防ぐためにも、若者層に重点を置いた定住対策と雇用環境の整備

充実は喫緊の重要課題です。このため、農業等の一次産業を起点にした総合型産業の振

興による雇用創出機会の増大、地域文化の振興等による新たな定住観の構築、居住環境

の整備、町内外の若者の交流等の施策を総合的に展開し、町内からの人口流出防止策に

とどまることなく、町外からの移住定住を積極的に促進していきます。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.雇用環境の整備 〇

2.若者定住対策の推進 〇

既に達成

評　価 達成度 重要度

原課評価 40 50 80

職員評価 25 - 77

5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・コロナ禍の影響による、若者の地方移住にむけた

潮流を的確に見据えた受け入れ対策が必要である。

・若者に魅力が感じられる地域づくりと、情報発信

の強化が必要である。



施策大綱4-2   地域コミュニティの強化による地域からの発信

施策大綱1-1「信頼関係に支えられたまちづく

りの推進」でふれたとおり、集落やNPO等の協働

関係としての位置付けが強い関係団体との“情報

の共有化”があまり進んでいない点が課題として

挙げられる。地域コミュニティの強化を図るには、

自治協働のまちづくりを下支えとするなかで、明

快な目標や行動指針に基づく官民挙げた取組みが

必要である。そのためにも“まちづくり基本条例”

の制定にむけた取組みが求められる。

①集落や旧中学校区の地縁団体との関係として、集落自治活性化

応援交付金事業と地域間連携推進交付事業による経済支援的な

結びつきが色濃い状況にある一方で、集落将来ビジョン策定や

集落支援員、地域づくり協働隊によるサポート環境は、脆弱で

あると言わざるを得ない。

②また、NPOやボランティア等の志縁団体・中間支援団体と町

行政との協働関係も極めて弱い状況にあるため、複層的な自治

協働のまちづくりには至っていないと判断するものである。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 教育文化課 まちづくり推進室 総務課>

地域コミュニティの最小単位である“集落” を基盤にした住民自治の振興に向けて各

種の支援施策を行っていますが、今後においても、引き続き、自治会や町内会等の地域

団体の活動を支援するとともに、ボランティアやＮＰＯ活動など地域に根ざした住民活

動を積極的に支援していきます。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察
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3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.集落活性化支援の充実 〇

既に達成

評　価 達成度 重要度

原課評価 40 50 80

職員評価 50 - 82

5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

・集落や三地区を重点にした地域づくりから、旧小

学校区等を単位にした取組みへの一部移行が必要

である。

・分館の統廃合化を見すえるなかで、今後における

公民館あるいはコミュニセンターを拠点にした地

づくりのスタイルの方向について、検討が必要で

ある。



施策大綱4-3   交流拡大・観光振興を通した活性化の推進

やはり新型コロナウイルスの感染拡大が危惧され

るなかでは、これまでの観光戦略だけでは通用しな

くなることが危惧される。人々の新たな生活スタイ

ルに応じた(即した)戦略プランづくりが急がれるほ

か、観光業を生業とする事業者とは、各々が描く中

長期の経営計画の部分まで踏み込んだ取組みが求め

られる。また、友好会員や関東圏や仙台圏の友の会

の運営の面でも、これからの時代に即した見直しが

必要とされる。

①着地滞在型とインバウントを基本戦略とするなか、自然や地域

資源を生かした観光プログラムの開発と、これを実践する団体

や担い手の確保・育成が急がれる。

②コロナ禍にある現在からすれば、今後、交流人口や関係人

口の拡大を見据えた一体的な戦略が必要である。

③道の駅構想の具現化やかわまちづくり事業による水辺環境整備

が今後進むことになるが、観光客だけでなく住民の共有資源と

として、積極的な利活用が求められる。

1. 基本施策の達成状況

2. 評 価

<主たる担当課 交流促進課>

観光ニーズの変化と多様化は、周遊型観光から体験型観光に、団体から小グループあ
るいは個人へと変化し、これまでの観光素材に捉われることなく、地域の自然・文化・
史跡・産業等を観光資源と捉え活かし、各産業が連携する着地型観光の開発が求められ
ています。そのためにも、資源の発掘と再確認、可能性の検証と連携に主体的に取り組
み、より多くの観光客・交流人口の拡大と観光振興に取り組む必要があります。

計画所期
の目標

4. 課題等の考察

- 21 -

3. 目標との関連(主な課題や要因・背景等)

順調に 達成する 見込みが

進捗 見込み ない

1.着地型観光の推進 〇

2.交流人口の拡大 〇

3.最上小国川の未来振興 〇

既に達成

評　価 達成度 重要度

原課評価 40 50 80

職員評価 32 - 70
5. 第5次総合計画に優先して盛り込むべき
政策課題は何か ※第3回策定委員会より

施策大綱2-2と同様



まちづくり
基本条例

自治協働の
まちづくり
行動計画

担い手育成 公営施設の
適正管理

情報共有
情報発信

広報広聴
計画

子育ち環境
幼児教育
独自目標

全天候型
遊び場

ＥＱ向上
心の豊かさ

ＩＣＴ技術の
積極的活用

学力向上

食のアレル
ギー対策

リーダー
担い手育成

世代間の
つながり

若者の
まちづくり

文化財の
保護と活用

現役世代の
体力づくり

地域総合型
スポーツ
クラブ

生涯現役
キャッチ
コピー

農業の
多面的機能

道の駅
マーケティング
リサーチ

企業誘致
目標設定

高齢化に
対応した
住環境

空き家対策 雪対策
ごみゼロ
・ウエスト

若者の
まちづくり

旧小学校区
での地域
づくり

公民館と
コミュニティ
センター

第５次総合計画にむけたキーワード
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評  価 重要度 評  価 重要度 評価 重要度 満足度 重要度 満足度 重要度 満足度 重要度

1.住民との協働によるまちづくりの推進

2.広報広聴機能の充実

3.情報通信網の整備

4.行財政基盤の強化

1.保健・医療サービスの充実

2.幼児教育・保育サービスの整備

3.子育て環境の整備

1.特色ある学校・信頼される学校づくりの推進

2.教育環境の整備

3.給食センター事業の充実

1.生涯学習の推進

2.文化財の保護・活用

3.文化・芸術の振興

1.保健事業の充実による健康づくりの推進

2.健康・体力づくりの推進

1.医療体制の充実

2.地域包括ケアシステムの推進

3.地域福祉の推進

4.防災対策の推進

5.公共交通体制の整備

1.農業・農村全体の所得向上

2.豊かな農村社会の継承と農業基盤の整備

3.担い手の育成・支援

4.食の安全・安心の推進

1.地域資源の活用による産業の振興

2.農観商工連携による産業の振興

1.活力ある商工業の育成・支援

2.魅力ある生活街づくりの推進

1.住宅環境の整備

2.雪国に適した生活環境の整備

3.上下水道施設の整備

4.治水・砂防・急傾斜地の整備

5.道路環境の整備

1.ゴミ減量化の推進

2.環境衛生及び景観の保護

1.森林資源の高度利用

2.再生可能なエネルギーの利用促進

1.雇用環境の整備

2.若者定住対策の推進

2.地域コミュニティの強化による地域からの発展 1.集落活性化支援の充実 40.0 80 50.0 82.0
1.着地型観光の推進

2.交流人口の拡大

3.最上小国川の未来振興

 2.子供を安心して産み育てられるまちづくりの推進 71.7 80

 1.信頼関係に支えられたまちづくりの推進 45.0 100

 3.豊かな心と高い知識を育む学校教育の充実 38.3

第
４
次
総
合
計
画
後
期
基
本
計
画

基本方針 施　　策　　大　　綱 基　　　　本　　　　施　　　　　策
施策大綱評価

〈１〉
　

　人にやさしい
　まちづくり

 5.より積極的な健康に支えられたまちづくりの推進 55.0 80

 6.安全で安心して暮らせる環境づくりの推進 45.0 80

80

 4.郷土を知り、郷土を愛し、郷土を支える
   人づくりの推進

58.3 80

2.総合型産業の推進 50.0 80

3.地域に根ざした商工業の推進

〈2〉
　

　 食にやさしい
　 まちづくり

1.魅力ある農林水産業の推進 45.0 80

40.0 80

3.交流拡大・観光振興を通した活性化の推進 40.0 80

  〈4〉
 

　持続から発展の
　まちづくり

1.雇用の拡大と若者定住対策の充実 40.0 80

46.7 73.3

2.環境保全対策の推進 40.0 80

3.資源循環による低炭素社会の推進

〈3〉

　環境にやさしい
　まちづくり

1.生活基盤環境の整備促進 60.0 80

40.0 60

40.0 80.0

45.0 80.0

52.2 83.3

46.0 79.2

基本方針評価 総合評価
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第４次総合計画・後期基本計画における施策評価比較一覧(原課・職員アンケートによる評価)

職員アンケートによる評価

基本方針評価 総合評価
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39.3 76.4
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